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今年５月８日には、「労働安全衛生法及び作業

環境測定法の一部を改正する法律案」が、６月11

日には「労働施策の総合的な推進並びに労働者の

雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律

（労働施策総合推進法）等の一部を改正する法律

案」が可決・成立した。 

連合は、これらの法改正を見据えた議論にあた

って、連合「安全衛生に関する調査」の結果や

「連合労働安全衛生取り組み指針」、構成組織・

地方連合会からの課題提起等を踏まえ、「ストレ

スチェック制度等のメンタルヘルス対策に関する

検討会」などの有識者検討会に参画するとともに、

安全衛生分科会において働く者の立場から意見反

映に努めてきた。 

改正法には、メンタルヘルス対策の強化策とし

て、現在当分の間努力義務となっている労働者数

50人未満の事業場における義務化や、仕事と治療

の両立支援に法令上の根拠を設けることが盛り込

まれたほか、個人事業者等に対する安全衛生対策、

高齢者に対する安全衛生対策の努力義務化などが

含まれる。 

これらはこの間、連合が求めてきたものに概ね

沿っており、労働者・就業者の業務上災害防止に

資する内容と受け止めている。 

 

１．連合の課題認識 
 

 

(1) 連合「安全衛生に関する調査」結果 

連合では、３年に一度、政策立案の基礎資料と

するため単組を対象に「安全衛生に関する調査」

を実施している。直近の第11回調査（2023年１～

３月実施、Ｎ＝3,373）における特徴点は次のと

おり。 

① 基礎項目 

【業務上災害の発生状況】 

 過去３年間に５割弱の事業場で業務上災害が発

生。 

 主な疾病は「熱中症」（25％強）をはじめ、

「精神・神経疾患」、「腰痛症」が２割弱。

（第１図参照） 
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第１図 過去３年間に発生した業務上疾病（複数選択） 

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【長時間労働の状況】 

 時間外労働が「月100時間以上」の組合員がい

る事業場は２割弱。前回調査より若干増加する

など、一部の職場では超・長時間労働が常態化。 

 医師等による面接指導を実施した結果、事後

措置の必要な労働者がいる割合は25％強。 

② メンタルヘルス関連項目 

【メンタルヘルス対策】 

 メンタルヘルス不調による休業者のいる事業

場の割合は７割弱。「増加」したとする割合

が３割弱。（第１表参照）

 

第１表 過去３年間のメンタルヘルス不調による休業者の増減 

                

 

 

 

 

 

 

 

 休業から職場復帰した後、再度休業した者が

いる割合は休業者がいる事業場の７割弱。 

 メンタルヘルス不調のために退職した者がい

る割合は休業者がいる事業場の６割弱。 

 メンタルヘルス対策に関する課題の上位は

「コミュニケーション不足」「職場に余裕が

ない」「管理職の研修が不十分」。（第２図参

照）
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第２図 メンタルヘルス対策の重視課題（４つ以内選択） 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ストレスチェック制度】 

 ストレスチェックの実施率は９割強。実施義

務対象外の50人未満事業所におけるストレス

チェック実施率は企業規模が小さくなるほど

低くなり、１～９人未満では７割弱。（第２

表参照）

 

第２表 ストレスチェック結果の集団（部、課など）単位での分析と問題解決のための活用の有無 
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 集団分析の実施率は５割弱。集団分析の活用

方法として、「面談・カウンセリング」「職場

コミュニケーションの推進」のほか、「業務

の見直し」「仕事内容・仕事量の見直し」「要

員体制の見直し」などにも活用。集団分析を

活用し職場環境改善につながったとする回答

は1,000人以上規模の企業で５割超。 

 

 

【治療と仕事の両立支援】 

 疾病による１か月以上の長期休業者のいる事

業場の割合は６割弱。「増加」したとする割

合は１割強。 

 １か月以上の長期通院者のいる事業場の割合

も４割強。「増加」したとする割合は１割弱。 

 両立支援における課題の上位は、「復職後の

仕事の付与・配属」や、「代替要員確保」、

「再発防止」、「上司・同僚などの理解」など。

（第３図参照）

第３図 病気治療と職業生活の両立支援における課題（３つ以内選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ その他の特徴点 

【高齢者雇用対策】 

 60歳以上労働者がいる事業場での過去３年間

の労災発生率は25％強。産業による偏りが大

きく、「商業・流通」で発生割合、増加割合

ともに顕著。（第３表参照） 

 

 

第３表 過去３年間における 

60歳以上労働者の労災事故（通勤災害を除く）の

発生状況（60歳以上労働者がいる事業所） 
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 災害発生原因は「経験による思い込みや慣れ」

が最も多いが、「年齢に配慮した設計ではな

い」「危険性の高い業務に配属」「交替勤務や

深夜労働」など加齢に伴う配属・業務の見直

しが行われていないことに起因するものも見

られる。 

 60歳以上労働者に対する安全衛生対策を実施

していない事業場は３割弱。 

【派遣労働者・個人事業者対策】 

 派遣労働者・請負企業の労働者、あるいは、

業務請負の個人事業者がいる事業場の５割強

で「安全衛生に関する情報提供」が未実施。 

 派遣労働者や請負企業との安全衛生に関する

意見交換を実施している割合は４割弱。 

【テレワーク労働者への対策】 

 約６割の事業場でテレワークを実施。 

 テレワーク実施事業場のうち、労働安全衛生

上の課題があるとする事業場は７割。課題の

上位は「作業環境が確認できない」「作業環

境が不十分な従業員がいる」に集中している

ほか、「労働時間が長くなった従業員がいる」

「メンタル不調を訴える従業員がいる」とす

る回答も１割弱。（第４図参照）

 

第４図 テレワークによる労働安全衛生上の課題 

（テレワークをしている従業員のいる事業場、４つ以内選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 連合「第６次取り組み指針」 

連合は、５年に一度、「連合労働安全衛生取り

組み指針」（以下、「取り組み指針」）を策定して

いる。2023年４月から、第６次となる取り組み指

針に基づく安全衛生対策活動がスタートしている。 

今次指針では、連合安全衛生調査やコロナ禍に

おける働き方への影響などを踏まえ、テレワーク

時を含めた長時間・過重労働やメンタルヘルス不

調防止や小規模事業場における産業保健サービス

の強化など、メンタルヘルス対策に資する事項の

強化を行った。 

その他、腰痛症など作業行動等に起因する労働

災害防止、高年齢労働者対策や副業・兼業に関す

る対策の強化、化学物質対策の強化、男女の更年

期症状や月経関連症への支援などに関して補強す

るとともに、個人事業者に対する対策を新設した。 
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連合は、第６次取り組み指針を安全衛生対策活

動の基礎に置き、年に１回開催する全国セーフテ

ィネットワーク集会などを通じて安全意識の醸成

や取り組み水準のさらなる向上に努めるとともに、

労働現場の実態を踏まえつつ審議会等を通じた政

策提起を行うなど、労働災害の撲滅に向けた取り

組みを推進している。 

 

２．建議案とりまとめに向けた

連合の主張と受け止め 
 

有識者検討会や安全衛生分科会において、労働

側委員は前述の「１．連合の課題認識」を踏まえ、

労働者・就業者保護の観点から意見提起を行って

きた。 

このうち、ストレスチェック制度に関しては、 

〇50人未満事業場へのストレスチェックの実施

義務を拡大すること、〇中小企業支援を担う地域

産業保健センターの体制を抜本的に強化すること、

〇ストレスチェックの実施のみならず、集団分析、

職場環境改善の義務化に一体的に取り組むことを

訴えた。 

併せて、メンタルヘルス不調を含む治療と仕事

の両立支援を強化する観点から、 

〇両立支援に関する法令上の根拠を設けること、

〇治療と仕事の両立支援ガイドラインを法令上の

指針に格上げすることも主張した。 

また、メンタルヘルス対策以外では、 

〇高年齢労働者の労働災害防止措置に関して法

令上の根拠を設けるとともに、エイジフレンドリ

ーガイドラインを法令に基づく指針に格上げする

こと、〇労働者と類似作業に従事する個人事業者

等に対して労働者と同様の安全衛生水準を確保す

ることなどについて発言した。 

安全衛生分科会における建議案には、ストレス

チェックの集団分析・職場環境改善の義務化を除

き、とりまとめに反映された。これは連合が取り

組む「誰もが安全かつ安心して働くことのできる

社会の実現」に資するものと受け止めている。 

集団分析・職場環境改善については、義務化に

あたっての履行水準などに課題があり、継続検討

とされた。個人のストレスチェックと集団分析・

職場環境改善の一体的な実施により、高い効果が

期待できることから、将来的な義務化を念頭に、

制度定着に向け好事例の収集・周知とともに、履

行水準のあり方について引き続き検討していくこ

とが必要である。なお、安全衛生分科会では、法

改正を念頭に、ストレスチェック制度の見直しを

先行して議論したが、いうまでもなくストレスチ

ェック制度の拡充のみがメンタルヘルス対策の強

化策ではない。過重労働対策を含む、ストレスチ

ェック制度以外のメンタルヘルス対策の強化に向

けた不断の議論が不可欠である。 

 

まとめに代えて 
 

 

労働災害をあらゆる職場から撲滅することは、

労働安全衛生に携わるすべての者の共通の目的と

いえる。今一度、職場での労働災害を完全にゼロ

にすることを目指す「ゼロ災」の理念を共有し、

政府、事業者、労働組合の三者が連携を図りつつ、

それぞれの役割と責任を果たしていかなければな

らない。 

事業者には、労働者の安全と健康を確保する本

来的な責務が課せられており、安全衛生関係法令

の最低基準を遵守するのみならず、自主的な安全

衛生対策活動を積極的に展開し、職場内のリスク

を最大限低減することが求められる。 

一方で、事業場における安全衛生をより確実に

するためには、作業に従事する労働者・就業者の

自覚と協力も不可欠である。事業者にのみ対策を
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求めるのではなく、同じ職場に働く仲間の健康と

安全を守るにはどうすべきか、労働者自身が真剣

に考え、行動していくことが何より重要である。 

連合は、引き続き個人事業者を含む働く仲間が

安全で健康に働き続けられるよう、改正法の施行

を待たずに先行して実施することや、法を上回る

施策の実施を個別労使に求めることなどを含め、

事業場の安全衛生水準の向上、および地域社会全

体における安全文化の向上という使命を果たして

いく。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


